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1.研究の目的
1-1･.研究の背景と視点
近年､離婚の増加と共にひとり親世帯が増加している｡
｢全国母子世帯等調査｣によると､ひとり親世帯の約
80%は母子世帯が占めている｡また､母子世帯の年収は
父子世帯の約半分にとどまり､ひとり一親世帯の中でも母
子世帯が経済的により厳しい状況に置かれていることが
明らかとなっている｡
母子世帯に適用される公的支援には､児童扶養手当や
医療費助成のほか各種資金貸付制度がある｡住宅に関し
ては家賃補助 ･公営住宅の優先枠 (母子住宅)が設けら
れている｡加えて､ホームヘルパーの派遣や母子生活支
援施設への受け入れなど様々な支援が用意されている｡
また､保育支援は､母子世帯に限らず就労女性一般を対
象とし､様々な展開を見せている｡これらの支援に関す
る､これまでの論議の中心は､各種手当てや貸付金の支
給条件､保育サービスの拡充等を中心とした､各支援の
制度上の問題であった｡しかし､いかにすれば日々の生
活のなかでこれらの支援が利用しやすいものとなり得る
かという観点からは､必ずしも十分な検討がなされてい
ない｡
離婚後の住居確保の問題や就労と育児の両立などの生
活問題を抱える母子世帯の場合には､各世帯の状況やニ
ーズに応じた家事サービス､保育サービスを容易に受け
られる居住空間､具体的には保育所や相談の窓口などが
付設された住宅の提供が望まれる可能性が高い｡したが
って､そのような居住の仕組みを構築するための方法や
課題を明らかにする必要がある｡
本研究ではこのような居住の仕組みに接近していると
思われる母子草活支援施設に注目する｡母子生活支援施
設は､入所世帯に施設内で保育支援や各種相談業務等の
( 1 )
支援を提供する場であると共に､各世帯の唇住室に加え､
共同の学習室､集会室などの共用空間を備えた､母子世
帯の共同生活の場となっている｡本研究は､母子生活支
援施設において､居住の場で支援を提供するという仕組
みがどのように作動し､そうした仕組みが母子の住生活
にどのような影響をあたえているのかを明らかにすると
と■もに､そこから居住の場で支援を提供するという仕組
みの可能性､加えて母子世帯向けの支援つき住居の空間
計画における課題を探ろうとするものである｡
1-2.研究の位置付けと方法
母子生活支援施設 (ただし､1997年以前は母子寮)に
関する研究をすすめている松原や林らは､現代の母子世
帯の生活問題が経済問題に収赦されないことを指摘して
いる1)｡特に近年の施設入所理由では･ドメスティックバ
イオレンス2) (以下DVとする)によるものが増えてお
り3)､入所世帯の生活問題が複雑化していることが明ら
かにされている｡
離別母子世帯が死別母子世帯を上回った1970年代後半
から､母子寮入寮世帯の生活問題には質的な変化4)が
見られるようになり､これ以降､母子寮における支援の
あり方が検討されるとともに､施設の再編が実施されて
きた｡1998年に発表された全国母子寮協議会制度検討特
別委員会の報告5)は､これからの母子生活支援施設のあ
り方として､①大規模母子ホ⊥ム (県 ･大郡市 ･中核都
市を圏域に､母子世帯への支援､また父子世帯への支援､
子育て支援も含めた総合的な支援の拠点)､(参中規模母
子ホーム (市 ･町を圏域に､定員20世帯の母子寮を基礎
に機能拡大､サービスの充実を図る)､⑨ブランチ (特
定目的を解決するための母子ホーム (グループホーム月
の､3タイプ (地域母子ホーム構想)を提案している｡
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このように､母子生活支援施設のあり方をめぐっては現
在､施設で提供すべき支援の内容や方法だけでなく､地
域生活の視点や居住方法についての提奏を伴った､施設
のあり方が検討されるに至っている｡
しかし､施設で営まれる母子の生活実態や施設空間を
把握できる資料は少なく､入所者の生活の視点から母子
生活支援施設のあり方を検討した研究や､施設を空間的
な視点から捉えた研究はほとんど行なわれていない｡
したがって本研究では､入所母子世帯の特徴､施設で
提供されている支援の種類やその提供形態､施設の空間
構成の特徴､空間利用及び管理形態を調査し､母子生活
支援施設の実態を明らかにしたい｡
以下ではまず､調査施設の概要を整理する｡次に､施
設運営の実態を指摘し､施設で提供されている支援が母
子の生活をどのように方向づけているのかを考察する｡
また､施設空間及び空間利用の実感や､･母子の住空間の
現状などを明らかたし､その背景や問題点を考察する.
結論では､居住の場で支援を提供するという母子生活支
援施設の評価を行い､空間計画における課題を考察する｡
2.調査概要
2-1.調査の方法
調査は､大阪府下の良子生活支援施設を対象に行なら
た｡大阪府下には､府の管轄で6施設､大阪市の管轄で
4施設､堺市の管轄で1施設の､計11の母子生活支援施
設 (2061年3月現在)がある｡調査にあたって､まず大
阪府の児童福祉課を通じて調査協力を依頼し､府の管轄
施設の内2施設から協力を得た｡大阪市については施設
に直接依頼し､4施設から協力を得た｡この計 6施設に
おいて､提供されている支援や施設利用規則､施設空間
の現状､入所母子の生活実態などを把握する為､職員へ
のヒアリング調査及び施設見学を行なった｡調査期間は
2001年2月､3月である｡
ヒアリングを行った職員の役職は､施設長が3名 (女
性 1名 ･男性 2､名)､母子 ･少年指導員が3名 (女性 1
名 ･男性 2名)で､職員の職歴は､母子生活支援施設
(母子寮時代も含む)で10年以上30年未満の者が2名､
30年以上が1名､保護施設､老人ホームなど他の福祉施
設での経験を持つ職員が3名であった｡
ヒアリング調査は平均2時間程度行なった.また､(彰
施設配置図､②施設の利用規則､(卦入所者属性､に関す
る資料提供を依頼し､配置図に関しては全施設から､施
設規則に関しては4施設から､入所者属性に関しては5
施設から協力や痔た｡施設見学は､共用空尚と個々の母
子世帯の生活空間である母子室を中心に行なった｡母子
室の見学は､5施設で実施した｡
また､ヒアリング調査では主として以下の4項目につ
いてインタビューを実施した｡
①入所者の生活状況 :入所経路､入所者の生活問題､入
所者同士の付き合い
(卦施設の方針 :支援方法についての考え方､支援内容及
び支援時間､規則､入所者と職員との関係
⑨施設空間 (母子室 ･共用空間) :空間構成についての
評価､設備の設置状況､施設計画時の状況､現状施設
空間の問題点
④共用空間の使われ方 :用途 (計画時の設定と実際の利
用)､利用状況 (利用方法 ･利用頻度)
2-2.調査施設概要
表-1に示すように､調査対象施設A～Eはすべて福
祉法人により経営されている｡C､D､Eは同一法人が
経営する施設で､建物は公設である｡表中の定員は世帯
数を表す｡調査した6施設のうち4施設は定員50､2施
設は定員30であった｡全国的にみれば定員30未満の施設
が一般的であり6)､大阪府下では相対的に大規模施設が
多いといえる｡現施設の建設年代は表に示す通りである｡
A､B､D施設は旧施設からの建替えで､B施設は移転
による建替えを行なっている｡C､E施設は旧施設の閉
鎖に伴う移転新築である｡F施設では建替えは行なわれ
ていないが､増築が行なわれ現在に至っている｡ 施設の
秦-1 調査を行なった6施設 (A～F)の概要
主体 定員 現施設建設年 .施設構造 敷地面積 述床面積 立地 (周辺状況)
A 民設民営 50 S54.03 RC 地下1.地上4階 1,713.39rd 2,647.84lTf 工場施設の多い住宅街
B 民設民営 30 HO207.01 RC 地上4階建 - 2,045.891Tf 民家のまばらな市街化調整区域
C 公設民営 50 S47.04.01 RC 地上5階建 1,189.121Ⅰ壬 1,822.50m: 商業.業務施設が混在する住宅街
D 公設民営 50 S49.04.01 RC 地上5階建 1,806.671n2 1,830.35m2 公営住宅の多い住宅街
E 公設民営 50 S51.04.01 RC 地上5階建 1,181.81m2 1,832A3m2 商業施設が点在する住宅街
①各施設バンプレットより作成,(RC-鉄筋コンクリー ト造)
②対象施設は調査を行なった順にA～Fとした｡
(2)
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立地をみると､A､C､E､Fの前施設は徒歩15分圏内
に利用可能な鉄道駅があり､利用できる路線が 2本ある｡
D施設は利用可能な鉄道駅､路線は1本であるが､最寄
り駅まで徒歩5分程度である｡B施設は最寄 りの鉄道駅
に出るためにバス等の利用が必須となる｡
2-3.入所母子の年齢別構成と世帯人員数別世帯数
入所母子の年齢に関して､A､B､C､D､Fの5施
設から回答を得た｡表-2に示すように母親は30代が最
も多く､続いて40代､20代､50代､20歳未満の順となっ
ている｡この状況は1996年に実施された ｢全国母子寮実
態調査｣(以後､｢実態調査｣)7)の結果と蘭 ぎ一致して
いる｡ 表-3に示すように､子どもは小学生が最も多く､
小学生以下の子どもが約半数を占める｡中学生､高校生
は少数であるが､どの施設でも10-20人程度は入所して
いる｡ 子どもの年齢は ｢実態調査｣8) より3歳未満の割
合が10%程度高く､その分小学生の割合が低くなってい
る｡
世帯人員数について､B､D､Fの3施設から回答を
得た｡表-4に示すように､最も多いのは2人世帯で､
3人世帯がそれに続き､これら世帯で 80%以上を占め
ている｡この状況は1992年度の児童数別母子寮入所世帯
数の調査結果9)とほぼ一致している｡
2-4.充足率 ー
調査時の入所世帯数はA施設が49世帯で､以下､B29
世帯､C41世帯､E43世帯､F29世帯である10)0 1年間
の月別入所者世帯数についてはA､B､C､D､Fの5
施設から回答を得た｡定員数に対する入所世帯数を充足
率とすると､年間の平均充足率は5施設とも85%を上回
る｡ ただし､施設入所に至る経緯は､生活保護の申請な
ど別件で福祉事務所を訪れた際に施設入所を斡旋された
ケースや緊急一時保護から入所に至った世帯が多く､施
設の認知度は必ずしも高いわけではない ｡したがって充
足率の高さは､福祉関係者から見て施設利用が適してい
ると思われる母子世帯が多いことを意味していると解釈
できる｡
2-5.入所理由
入所の理由はA､B､D､Fの4施設から回答を得た
が､施設によって分類方法に差があったため､各施設の
分類をもとに再集計を行なった｡表-5は､母子世帯に
なった理由を示す｡｢死別｣｢離婚｣｢家出｣｢未婚｣に分
類 し､これらにあたらないものは ｢その他｣ とした｡
衣-6は入所に至る直接的理由を示す｡｢暴力｣｢経済的
(3)
秦-2 母親の年齢
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年齢 人数 構成比
20才未満 2人 1.00%
20-29才 46人 23.0%
30-39才 86人 43.0%
40-49才 55人 27.507'0
50才～ 11人 5.5%
計 200人 100.0%
計200人の内訳は､A施設49人､B29人､C47人､D46人､
F29人である｡
･B･各施設の平成 11年度の事業報告書より作成｡ただし施設Bは
調査時 (平成13年2月)の状況である｡施設A･C･D･Fは
平成12年3月31日及び4月1日の状況である｡
秦-3 子供の年齢
年齢 人数 構成比
0-3才 83人 24.3%
就学前4-6才 82人 23.9%
小学生7-12才 110人 32.2%
中学生13-15才 42人 12.2%
16-20才 25人 7.4%
計342人の内訳は､A施設88人､B62人､C71人､D76人､
F45人である｡
･B･各施設の平成 11年度の事業報告書より作鹿 ただし施設Bは
調査時 (平成13年r2月)の状況であるQ施設A ･C･D･Fは
平成12年3月31日及び4月1日の状況である｡
秦-4 世帯人員数別世帯数
世帯人員数 世帯数 構成比
2人世帯 48世帯 46.0%
3人世帯 39世帯 37.5%
4人世帯 13世帯 12.5%
5人世帯 3世帯 3.0%
6人以上世帯 1世帯 1.0%
計 104世帯の内訳は､B施設29世帯､D46世帯､F29である
･x･各施設の平成 11年度の事巣報告書より作成っただし施設Bは
調査時 (平成●13年 2月)の状況である｡施設D･Fは平成 12
年3月31日及び4月1日の状況である｡
問題 (借金)｣｢住宅問題｣に分類し､これにあてはまら
ないものは ｢その他｣とした｡
母子世帯になった理由では｢家出｣が最も多く､｢離婚｣
｢未婚｣がそれに続き､｢死別｣によるものはなかった｡こ
の状況を2000年に実施された ｢実態調査｣ll)と比較する
と､｢家出｣が30%高く､｢離婚｣がその分低 くなってい
る｡ 入所に至る理由は､｢暴力｣が半数近くを占め､｢住
宅問題｣｢経済的問題｣がそれに続 く｡この状況は､分
類方法が異なる為､単純には比較できないが､先の ｢実
態調査｣12)と比べると ｢暴力｣が最も多いことや､｢経
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活的問題｣｢住宅問題｣が上位を占めていることは一致
している｡
今日､DVは大きな社会問題となっており､母子生活
支援施設にはDV問題を抱えた母子世帯のいわば ｢駆け
込み寺｣的な機能が求められている｡このような入所理
由から､生活用品などをほとんど持たず､入所にいたる
世帯が多い｡
秦-5 母子世帯になった理由
理由 件数 構成比
死別 o件 0.0%
離婚 40件 30.3%
家出 61件 46.2%
未婚 16件 12.2%
その他 15件 ll.3%
計 132件 100.0%
計 132件の内訳は､A施設47件､B29件 ､D46件､Flo仲
である｡
慈各施設の事業報告書より作成｡施設Bは調査時 (平成 13年 2
月)に入所している世帯の理由で､施設Dは報告書作成時に入
所していた世帯の理由である｡施設A･Fは 11年度に入所した
世帯の状況である｡(ただし､施設Aは11年度と12年度の前期
6ケ月間､計1年半0?間に入所した世帯の状況である｡)
秦-6 入所に至った理由
理由 件数 構成比
暴力 25件 38.0%
経済的問題 11件 17.0%
住宅問題 9件 14.0%
その他 20件 31.0%
計65の内訳は､A施設47件､D18件である｡
静各施設の事業報告書より作成｡施設Dは 11年度に入所した世
帯の入所理由である｡施設Aは11年度と12年度の前期6ケ月
間､計1年半の間に入所した世帯の入所理由である｡
3.母子生活支援施設の運営実態と母子の生活
ここでは､施設で提供されている支援の種類やその提
供形態から施設の運営実態を探ると共に､それらが母子
の生活をどのように方向付けているのかを明らかにす
る｡
3-1.施設の位置付け
母子生活支援施設は児童福祉法第38条により､｢母子
生活支援施設は配偶者のない女子又はこれに準ずる事情
にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて､
これらの者を保護するとともに､これらの者の自立の促
進のためにその生活を支援することを目的とする施設と
する｣と規定された児童福祉施設 (旧母子寮)で､母と
子が共に入所できるという特徴がある｡これに対し､施
(4)
設職員は母子生活支援施設を次のように捉えている｡
｢施設といいましても､･基本的には家庭単位の行動に
なるわけです｡"朝は何時に起きなさい'といったこと
はないです｡｣
｢ここは施設ですが､家という感覚があります｡施設
といっても､生活自体は母子で営まれるものです｡｣
｢通過施設ですので､次の生活に向けて上手 く利用し
てもらえたら､我々も嬉しいです｡｣
これらの発言から､施設は自立に向けての支援を提供
する場であり､可能な限り独立住宅に接近した ｢住まい｣
として機能することが目･指される一方､永住できる場で
はないことが共通認識となっていることが窺える｡また､
｢家庭単位の行動｣｢生活自体は母子で営む｣などの表現
にも示されるように､入所世帯の共同生活よりも母子を
単位に営まれる家庭生活が優先されている｡
3-2.母子一体の理念
施設において家庭生活が重視されるのは､母子を一体
と捉える理念によるものと考えられる｡母子生活支援施
設は ｢母を離れて子の福祉はありえない｣という主張に
よって児童福祉施設となった経緯がある13)｡この理念が
支援のあり方を方向付けていることは､次のような発言
から窺うことができる｡
｢お母さんがイライラしているから子どもと離す､と
いう対応は､私の今の仕事のなかではあまり考えられな
rいですね.どちらかというと､状況が状況だけに､母子
の杵をきちんと確立させてあげたい､という考え方です
ね｡けれども､土曜日などに子どもだけの行事を行なっ
ていますので､その間にお母さんにはリラックスしても
らっているんじゃ.ないかなと思っています｡｣
調査対象施設では家庭内で問題が発生した場合に､施
設内で母子を分離するという対応はとられていない｡そ
のような事態は想定されておらず､そうしたニーズに対
応できる空間は設定されていない｡また､次の発言が示
唆するように､母子一体の理念は､施設運営や施設で実
施される行事の内容にも反映されている｡
｢普段お母さんのいない状態で過ごしているでしょ､
ですから日曜日くらいはお母さんと一緒に､というのが ･
基本的な考えです｡｣
｢お母さんのリラックスを意識 した行事は､特にして
いないですけれども､子どもたちの行事がありますよね､
学童のキャンプとか､それがお母さんたち.にとって唯一
の息抜きかなあ｡.でも､できるだけ親子の行事をメイン
にと考えています｡｣
施設では各世帯での食事や団梁の時間をできるだけ多
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くもつことが重視されており､単に経済的な自立だけで
なく､母子の杵を強め､自立した家庭生活の確立に向け
て支援することが重視されている｡このような考え方の
基礎にあるのは､｢児童を本位とした母子一体の保護｣
という理念である一
ただし､一部では次のような試みも行なわれており､
施設による差も無視できない｡
｢基本的にはお母さんと子どもができるだけ多くの時
間を持つように､ということですが､お母さんも子ども
とずっと.一緒では､ストレスを感じるかもしれませんの
で母親だけのイベント､映画会などを催して､その間の
保育を行い母親のリラックス時間を設けています｡｣
3-3.提供されている支援の内容
母子生活支援施設は､入所者の自立を促進するために
その生活を支援する施設と規定されている｡居住の場で
支援を提供するという仕組みは､就労と家事 ･育児によ
る時間的制約を強く受ける母子世帯に対して､支援を利
用するまでの時間距離を短くする｡
具体的にどのような支援が行なわれているのか見てみ
よう｡
｢施設によっては､入所に至るまでの緊迫 した生活に
配慮して､ 1ケ月程度ゆっくりしてくださいと､施設を
癒しの場とするところもありますが､ここではそういう
ことはしません｡入って1-2週間程度は､これからの
生活の準備などもありますが､その後はまず､自分の問
題は何か､,どう解決するか話 しあいます｡というのは､
部屋の提供はできるのですけど､その先の､例えば食事
とかは提供できないんですね.‥｡光熱費は各自の負担
です｡部屋代は収入に応じてです｡私の知っ･ている限り
で収入の多い世帯でも､額は少なかったはずです｡｣
施設における最大の支援は､母子室を低額で提供する
ことである｡また､個々の世帯が抱えている問題に応じ
て､その解決に向けた支援がなされている｡それらをま
表-7
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とめると､表-7に示すとおりである｡ただし､この中
には､居住空間の維持管理や食事の提供等のサービスは
なく､施設で提供される支援は主として母親が就労して
いる間の保育支援や､生活上の相談に応じることなど､
母子が退所後､独立した生活を自身で運営してゆく為に
必要だと判断されるものに絞られている｡
母親に対する主要な支援は各種相談事業である｡就職
や住まいに関する情報提供をはじめ､必要に応じて､各
種手当ての申請書類を作成するための支援等が行われて
いる｡また､要望があれば母親を対象としたパソコン教
室などが開催されている｡入所者から相談依頼がない場
合でも､職員は母子室からの出入りの状況､子どもの不
登校､発育や衛生状態､母親の欠勤等から入所者の生活
問題を推測し､入所者に働きかけ､問題解決に向けた支
援のあり方を話し合うことがあるという｡
保育は､施設で提供されている支援のなかでもとくに
重要なものである｡就学前の児童は基本的に地域の保育
所への入所が推奨されているが､保育所に入所できなか
った児童に対する補完保育として､また､病時保育とし
て寮内保育が行われている｡小学生に対しては､施設内
で入所児童を対象とした学童保育が行なわれている｡ま
た､中高校生には家庭教師を手当てしており､希望者は
学習指導を受けることができる｡
･1 調査施設ではまた､冷蔵庫 ･コンロ･食器 ･布団など
の生活用品を貸し出している｡多くの施設で､貸し出期
間は半年となっており､貸し出されたものを買い取るか､
新しいものを自費購入するかという選択は入所者に委ね
られている｡近年､差し迫った事情によって､緊急に施
設に入所する世帯が増加しており､特にこうした世帯を
対象に､消耗品を含むあらゆる生活用品を備えた母子室
も用意されている｡
さらに､施設では様々な行事が用意されている｡行事
の参加は自由で､基本的に無料である｡具体的には施設
内で行なわれるお誕生日会 ･母の日会 ･七夕会･''･-ベ
支援内容
支援内容 場所 備考
寮内保育 保育園に入所できなかった幼児の保育.病時保育などの補完保 保育室 平日､9時～18時
育o
学童保育 入所児童を対象とした学童保育ム 学習室 平日､下校時間～18時夏休み等､9時
学習支援 入所中高生を対象に家庭教師による学習支援. 集会室など 18時以降､週2回程度
相 母親の相鉄に応じるo 相鮫室 9時～20時 (職員の勤務時間内)
生活用品貸出 入所すぐ生活できるよう､冷蔵庫.コンロなどが貸出される 半年まで無料
行事 子供のお誕生日会.母子一泊旅行.学童キャンプなどの行事 (学習室) 基本的に費用負担はないo
上記支援は今回調査施設すべてで行なわれている｡ただし､中高生の学習支援については､A.･F施設では確羅できなかった｡
調査時に寮内保育を実施していたのは､B･C施設の2施設であった｡保育時間は8時～18時､8■時30分～】7時30分のところもある
(5)
- 38- 居 住 環 境 学 科
キュー大会などで､母子を対象にした一泊旅行や､子ど
もを対象にしたスポーツ大会､遊園地などへの日帰り旅
行なども行なわれている｡先に述べたように､子どもを
対象にした行事は､子どもにとっての楽しみとなるだけ
でなく､その間を母親の自由な時間として確保できると
いう意義があると考えられている｡
3-4.規則
母子生活支援施設は児童福祉施設としての側面と､入
所者の共同生活及び各世帯の住生活の場としての側面を
持ち合わせている｡そのため､児童の生活の安定をはか
ることや共同生活を円滑に行なうことを主な目的とし
て､表-8のような規則が設けられている｡以下､規則
に関する資料を得た4施設の状況を中心に見てみたい｡.
4施設中3施設に､夜間の相互訪問は慎むこと､子ども
だけで訪問はしないことなど､入所者間の母子室の往来
に関する項目がある｡母親らは入所した時期が近い場合
や､子どもの年齢が近く､育児上の共通した話題などを
通して､親密になる場合があるというが､このような規
則は主に以下のような理由で設けられている｡
｢仲のよい.間はいいのですが､一旦その仲がこじれる
と､どちらかが､退所しなければならない状況になる場
合もあります｡｣
｢ここでは､一つ屋根の下という｢意識が働いてか､仲
の良いものどうし食事 したり宿泊したりということを頻
表-8
繁に行なって､自分の家という感覚が希薄になってしま
う場合が多く見られます｡けれども､いずれ退所したと
きにその環境を失い､淋しさからその後の生活に影響が
出る場合などがありました.ですから､夜遅 くまでよそ
の家にいないこと､盗難などの トラブルを防ぐことを含
めて､お母さんがいない場合に子どもだけでお友達の家
に上がらないように､などは言っています｡｣
入所者にとって施設は､退所後､自立した生活を確立
するための基盤を作る場であると位置付けられている｡
このため､上記規則も､共同生活上の トラブルを防ぐ為
というだけでなく､退所後の生活を想定して､各世帯が
それぞれ独立した生活を営むことが望ましい､との考え
に基づき､設けられている｡
. 近年､母子生活支援施設の役割として､母親に対する
｢女性 としての自己実現に向けた支援｣という理念が掲
げられる傾向にある｡今回の調査でも､｢お母さんの幸
せ､それが重要なことです｣との指摘があった｡しかし､
児童の生活の安定のため､共同生活を円滑に行うため､
等の理由で種々の規則が設けられており､母親の社会生
活への配慮は乏しい｡くわえて､門限や職業選択の制限
などは､母親の個人としての生き方を制約するものとも
なっている｡
3-5.施設生活の長所と短所
施設の位置付けや､提供されている支援､施設生活に
施設規則
規則項目.設定施設数 規則内容
門限 4 ･開錠7時～施錠22時 (2)､ 一6時～22時 (1) .錠施21時 (1)
外泊.宿泊 4 ･原則として禁止､特に母親だけの外泊の禁止 (2) .外泊の際は届けを出す (4)O .外泊可能期
間の設定～お正月 .ゴールデンウイーク.お盆～ (1).
面会.来客 4 ･来客時間の設定 20.時まで (3) .居室-の入室制限 身内以外不可 (1) 親族以外の男性不可
(1) .特別な場合を除いて来客者の宿泊不可 (2) .来客者の宿泊可 (1)
電話の取次時間 4 ･平日8時～20時 (3)7時～22時 (1) .日祝日 9時～18時 (1) 9時～17時 (2)
洗濯 4 ･洗濯時間の設定 6時～22時まで (2) 22時半まで (2) 休日前だけ23時まで (1)
掃除 4 ･階ごと当番制で階段や廊下の掃除を行なう (4)
ペット 4 ･施設内で動物を飼うことの禁止 (4) .水槽で飼うものであれば可能 (1)
宗教.政治活動 4 ･施設内での布教活動や政治活動の禁止 (4)
金銭の貸し借り 4 ･入所者間での金品の貸し借りの禁止 (4)
設備破損 4 ･設備を破損した場合の費用負担 自己負担 (1)破損の程度､過失の有無に応じて自己負担 (3)
都塵の訪問 3 ･夜間の訪問などは匪むこと (3)､子供の入室の禁止 (1)
集会 3 ･集会-必ず参加すること (3) .集会での決定事項を守ること (2)
自転車 2 ･所定の場所に置く (2) .1世帯 1台 (1) .子供用の椅子及び自転車は部屋に持ち帰る (I)
職業選択 2 ･水商売､深夜勤務､外泊を要する職業の禁止 (2)
部屋の管理 2 ･勝手に釘やフックを使用しない (2)
ベランダの利用 2 ･ベランダに物を置かない (2)
入浴 (共同利用) 2 ･大浴場形式 :18時30分～21時､週3日､7.8.9月は毎日 (1)
※A･B･C･D施設の4施設の施設規則より作成｡施設規則に揮われているものに限る｡規則内容の ()内数値は該当施設数,
鈷共同浴室の場合は､規則に謳われていない場合でも､利用時間などの制限があると考えられる.
(6)
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おける規則についてみてきたが､ここでは､インタビュ
ー調査で得られた発言をもとに､施設職員が母子生活支
援施設における生活をどのように評価しているのかを探
ってみたい｡
｢入所の際に施設生活での長所 ･短所を説明します｡
残念ながら､短所が多いですね｡まず､共同生活である
こと｡特にここは中廊下式になっており､お互い顔を合
わせることも多く､付き合いの面で面倒なことも多いで
しょう｡ そして規則や門限は､個人の生活リズムを重視
するなら短所になりうることと､育児支援や､旅行など
の行事があるなどの長所を合わせて説明します｡それで
選択してもらいます｡でも､明日からの生活に切羽詰ま
っているために断る人はいません｡部屋の広さなど､住
宅扶助を受けて民間の住宅に入ったほうがいいと思う部
分もありますが.‥｡｣
｢入所者と同じような問題を抱えた在宅の世帯は大変
だと思います｡行事で子どもが外出している場合は多少
リラックス時間ができるでしょう｡でも在宅で周りに授
助してくれる人がいないと､そんな時間はないですから
それは長所でしょうね｡｣
施設生活の短所は､設備の共同利用や規則があること
で､育児支援や様々な行事があることは長所と捉えられ
ている｡
｢福祉の人に奨められただけではいやになるでしょう｡
利用するのは本人ですから｡買い物や足の便の悪さはあ
る程度妥協してもらって､周りの環境などを見て入って
もらうようにしています｡断る人はいません｡昔は風呂
が共同利用になっていましたが､今は個人のプライバシ
ーの尊重ということで､ トイレや風呂､台所が整備され
ています｡納得して入所する人ばかりです｡｣
｢設備の古きや､部屋の広さには問題を感じています｡｣
施設職員は､規則によって生活が制約されるというこ
とに加え､母子室の広さや設備状況に問題があると考え
ている｡■このため､屠住環境改善の優先課題は､トイレ､
風呂､台所を各部屋に整備することだと認識している｡
また､次の発言が示唆しているように､施設規模が大
きいことは評価にはつながっておらず､逆に入所者数に
比して職員定数が少ないことが支援の可能性を制限して
いると捉えられている｡
｢50世帯でいいことは､ほんとにないと思いますよ｡
例えば職員定数は50世帯でも､30世帯でも同じ7人です
よ｡定員が10くらいの小さい施設は､かなり密着して､
もっと生活に入り込んだ､例えば家事の支援ができたり
もするでしょう｡そういういい面があります｡でもうち
のほうは､多すぎてそれはできない｡ただ､大勢いるの
(7)
でいろんな行事の時は楽しいですね｡｣
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4.施設空間
母子生活支援施設は､母子室に加えて共用空間となる
学習室 ･集会室の設置が最低基準14)で定められている｡
すでに指摘したように､風呂などの設備の共同利用は
わずらわしいものであるとの見方が支配的であった｡一
方､学習室､集会室などの共用空間は､必ずしも利用を
強いられるものではなく､いわば､選択的な利用が吋能
な空間である.ここ-では､そうした点に留意しつつ､施
設計画ならびに共用空間の空間利用の実態を明らかに
し､問題点を考察する｡
4-1.施設計画
図-1はヒアリング調査､施設見学ならびに各施設で
収集した施設配置図をもとにした､施設計画の典型例で
ある｡図から施設の空間構成パターンをまとめると､
衣-9のように整理できる｡
施設計画では片側廊下型､中廊下型のいずれかが採用
されていた｡標準的な平面計画は､1階の施設玄関の脇
に事務所､そして相談室 ･保育室 ･調理室 ･医務室 ･静
養室 ･休浴室 ･便所 ･シャワー室､宿直室等を配置し､
2階に学習室 ･集会室などの共用空間と母子室､3階以
上はすべて母子室､r屋上に遊戯場､という配置をとる｡
バリエーションとして､母子室以外をすべて1階に配置
する計画が 1例､母子室が 1階に数室配置される計画が
秦-9 施設の空間構成
室名 利用者 用途
母子室 入所者 入所者居住
学習室 職員 .入所児童 学童保育 .行事会場
集会室 入所者 母の会 .中高生学習
便所 入所者 便所
事務所 職員 施設運営事務所
相談室 職員 .入所者 入所者相談 .面接
保育室 職員 .入所幼児 寮内保育(地域保育所を利用できなかった場合など､保育所と同等の保育が受けられるo)
調理室
医務室
静養室
休浴宣
シャワ一室 入所者 入浴
宿直室 宿直職員 夜間勤務
各施設パンフレットの施設配置図から作成
二重線枠内の母子室 ･学習室 ･集会室 ･便所の設置は最低基準
で定められている｡その他は最低基準により､入所児童数や施
設周辺状況の条件によって設置が求められる空間及び施設が任
意で設置している空間である｡詳しくは､注 14｢児童福祉施設
最低基準｣を参照のこと｡
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1例､宿直室が2階に配置される計画が2例あった｡学
習室を二つに分け､勉強室と遊戯室に分ける施設､通常
の相談室を集会室と兼ね､体育館のような集会室を持つ
施設があった｡また､座談室 (座談室の場合と､コーナ
ーとして設けられている場合があった)を持つ施設が2
施設 (1施設は調査時に改装中)あった｡
4-2.共用空間
4-2-1.学習室
学習室は主に学童保育に利用されている｡また､ヰ 高
生の学習支援､行事の会場などに利用される場合もある｡
施設の中でも特に広い空間が確保されており､学習机を
始め､本､ピアノ､エレク トー ン､遊具､テレビなどの
備品がそろえられている｡
学童保育としての利用は､平日が児童の下校時間～夕
方6時､夏休みなどが朝9時～夕方6時で､その間は開
放されている｡また､学童保育は施設入所児童を対象と
しているが､入所児童以外の児童が遊びにくることも認
められているようである｡ 学童保育利用は夕方6時まで
で､母親の帰宅時には学習室は閉鎖されている｡また､
行事で利用される揚合を除いて､休日や平日の夜には学
習室はほとんど利用されていない｡
学習室の設備は充実しており､施設内の共用空間とし
て様々な用途に活用できる可能性を秘めているが､利用
時間の制限によりその利点が十分に生かされていない｡
ここにも､母と子の団禦Q?時間や休日を母と子が共に過
ごすことを重視する考え方が反映されていると言えよ
う｡
4-2-2.集会室
集会室の規模やしっらえは施設によって異なる｡集会
室は､主に定期的に行なわれる ｢母の会｣15)の会場や
中高生の学習室として利用されている｡備品は机と椅子
を基本に､中高生向けの参考書､ティーカップ等の食器
類､パソコン､大型テレビ (ビデオ)､カラオケなどで
ある｡学習室と同様に､職員の勤務している時間帯は集
会室を開放している施設と､個人的な利用に際しては利
用願いを出して鍵を借り受けか ナればならない施設があ
った｡
集会室は､｢母の会｣の場として重要な機能を果たし
てい､るが､｢会｣は月に一度の為､利用頻度が高いとは
いえない｡職員によると､入所者は母子室に集まる傾向
があり､集会室の利用頻度は低いようである｡インタビ
ューを行った職員の一人はその理由を､｢事務室と集会
室が近いので､集会室では見られているというような気
がするのでしょう｡｣と分析した｡しかし､集会室が事
務室と別の階の場合でも利用頻度は低いようである｡ま
た､いずれの施設でも､集会室を利用してサークル活動
などを行なおうとする動きはみられないということであ
った.ただし､A施設では休日前の夜などに､集会室を
母子が複数世帯で利用しているという回答を得ることが
できた｡A施設は集会室に大型テレビやカラオケなどを
設置して娯楽性を持たせており､そのことが､集会室の
利用頻度を高めているようである｡この事例から､集会
室が､母子室以外に母子が過ごせる空間となり得ること､
また､他世帯との交流の場となるという積極的な意義を
見出すことができる｡
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図-1 施設計画の例
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4-2-3.共同浴室
共同浴室の見学は2施設 (A､D施設)で実施した｡
A施設は大浴場形式をとっており､大浴室と小浴室を設
けている｡D施設は家族単位で入浴する個室形式をとっ
ており､浴槽付が3室とシャワーのみが3室で､各浴室
に脱衣室が付設されている｡浴室の計画は､A施設では
施設計画の段階からなされていたというが､D施設では
1993年に浴室を設置する際に､大浴場よりも個室形式が
よいとの意見が多かったため､採用したという｡
共同浴室の利用可能時間は､A施設では､大浴室が女
性専用で18:30-21:00､小浴室は男子18:30-20:00､
女子20:00-21:00となっていろ.夏季 (7-9月)以
外は原則として週3回､掃除は21:00から当番制で行う｡
D施設では､平日 (月～土)は15:00-21:30､日曜な
らびに祝日は12:0～18:00の間で順番に利用すること
になってし.､る｡浴室の利用は2人までが1回につき30分､
3人までが45分となっている｡浴室は毎日利用でき､
掃除は各自が利用後個別に行う｡
定員が50世帯の施設では､入所者総数は120人前後と
なり､大浴場形式では2時間半の間に約120人が､大浴
室 ･小浴室に分かれて入浴しなければならない｡個別形
式では､浴室 ･シャワー華の計6室を50世帯が使うこと
になり､1室を8世帯で利用しなければならない｡この
ような利用時間の制限や順番待ち等が､共同生活のわず
らわしさと受け止められているようである｡
しかし､浴室の共同利用は自然な交流の機会ともなる｡
また､イ･ンタビューを行った職員の中には､子どもの衛
生状態に問題を感じた時に､子どもと一緒に入浴した経
験があるという者がいた｡頻繁に行うことではないよう
だが､こうした支援は､居住空間が支援提供の場となっ
ていることから可能となったものであり､注目できる点
である｡
5.母子室の現状
ここでは施設が提供している母子室の現状､つまり､
母子世帯の住空間の現状を明らかにする｡
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表-10に各埠設の母子室の概要を示す｡図-2は､ヒ
アリング､施設見学､施設配置図をもとにした母子室の
間取りの現状図である｡調査施設の母子室の間取りには
Ⅰ～Ⅳの4タイプがある｡
6施設の入所者の平均在所期間は約3年であるが､多
くの施設に5年以上の入所者がおり､なかには0歳で入
所した児童が高校生になっている場合もある｡入所者の
世帯構成は母と子の2人世帯が帝も多.く､子どもも小学
生以下が半数以上を占めている｡とはいえ､4人以上の
世帯や中高生の子ども.と暮らす世帯も見られる｡母子世
帯の家族関係は母と子の関係だけではなく､兄弟がいれ
ば母と子一人一人の関係及び子ども同士の関係も生ま
れ､それらは子どもの年齢 ･性別等によって複雑なもの
となる｡しかし､調査施設 6施設のうち､母子室の間取
りを複数用意しているのはA施設だけであった｡A施設
には図-2に示すⅢ･Ⅲの2タイプがある｡このうち､
2DKタイプには､さらに壁で仕切られた個室型と襖で
仕切られた続き間型があり､子どもの年齢 ･性別 ･人数
に合わせた部屋の'割り当てを可能にしている｡
C施設に設けられた ｢K+3畔+6帖｣の母子室 (2
室のみ)は､生活用品をそろえた緊急入所用のもので､
これを含めて50室となっている｡他にA施設でも緊急入
所用の部屋として約10帖+Kの部屋を､通常の母子室50
室とは別に1室確保している｡
母子草の計画では､独立した玄関をもつ計画はなく､
全施設で扉向こうがすぐ生活空間になっている｡洗面室
が確保された計画はなく､洗面台は台所脇に設置されて
いる｡ トイレは調査6施設のうち､F施設を除く5施設
で設置されているが､浴室はB施設を除いて設置されて
おらず､各施設とも共向浴垂 (シャワ一室)を設置して
いる.また､ベランダがあるA,L.IB､C､D､Eの◆5施
設'Toは､各自が専用の洗濯機を設置すろことができる.F
-1
5-2.母子室の居住性
5-2-1.食津分融の可能性
秦-10 ノ母子室のタイプと設備概要
■
母子室タイプ 便所 浴室 洗画台 ベランダ
A lDK 20 2DK (続間型) 18 2DK (個室型) 12 有 無 有 育
B 2DK 30 育 有 育 育
C K+2帖+4.5帖 48 K+3帖一石帖 2 .育 也ノヽヽ 無 育
D K+2帖+4.5帖 50, 育 4荘■ヽヽ 無 育
E K+2帖+4.5帖 50 有 血■ヽヽ 由′ヽヽ 有
A～Fは表-1のA～Fに対応している｡F施設には共同の物干しが設けられている｡
(9)
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まず図-2のタイプⅢ･Ⅲ (A､B施設)のようなダ
イニングキッチン (以下DKとする)形式は､小空間で
の食寝分離を可能にするために生み出された間取りであ
るが､両プランでは､そこにさらに玄関機能や洗面機能
が加わっており､本来のDK機能が圧迫されている｡
Kが独立している図-2のタイプⅠ (C､D､E施設)
では､食事室が2帖の和室に設定されているため､これ
を寝室に転用することができる｡そのため､4.5帖の寝
室では十分でない世帯は､食事室で就寝する可能性が高
いと考えられる｡
キッチン付きのタイプとなっている図-2のタイプⅣ
(F施設)の場合､食寝分離はできない｡
5-2-2.就寝分離の可能性
ここでは､最低居住水準で定められた就寝分離の設定
基準16)をもとに､母子室の規模､間取りを検討する｡
A～F施設の中で､異なる世帯人員に対応するための
配慮がなされているのは､図-2.のⅢとⅢのタイプを用
意しているA施設のみである｡図-2のタイプⅠのみか
らなるC､D､E施設や､タイプⅣのみのF施設は､世
帯人員の変動に対応することができないばかりでなく､
そもそも母子室の間取りが母子同室就寝を想定したもの
となっている｡図-2のタイプⅢを全世帯に用意してい
る施設Bは､母子室の規模､設備の点で､他施設の水準
を大きく上回っている｡しかし､間取 りが2DKのワン
タイプに限定されていることから､様々な世帯人員への
柔軟な対応という点では､問題がある｡
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例えば､母親と小学 5年生 (女)､中学 1年生 (男)
の3人の世帯を想定してみよう｡ 満6歳以上17歳以下の
子どもは親-と別の寝室を確保し､満12歳以上の子どもは
性別就寝とすること､満18歳以上の者は個室を確保する
こと､という最低居住水準の就寝分離の概念を用いると､
この様な世帯には独立した寝室が3室必要となる｡しか
し､B施設にはこの様な世帯の就寝分離を可能にする間
取りはない｡
こうした問題に対処するためには可変型の平面計画等
が求められる｡母子生活支援施設には､平均入所期間を
大きく上回る長期の入所者 (5年以上)が居住しており､
子どもの成長と共に就寝分離の必要性が高まることも見
過ごせない｡
5-2-3.居住水準
ここでは施設の建設年代をもとに､現在の居住水準を
建設当時の居住水準と比較するとともに､国が定める現
行居住水準と比較し､その評価を行ないたい｡
F施設 (図-2･タイプⅣ)が建てられた昭和30年代
は､都市化による住宅不足が深刻であった｡当時の住宅
政策の目標は､｢一世帯-住宅｣､｢小世帯 (2- 3人)
で9帖以上､一般世帯で12帖以上b)居住水準｣を確保す
ることとされていた17). F施設の母子室を､この[-1標水
準と比較すると､建設当時は一定の水準を保っていたと
いえる｡
1960年代には､東京や大阪等の大都市周辺部では､低
水準の木造賃貸アパートが集中的に建てられた｡この様
タイプⅢ
A.B施設
※ただし､A施設に浴室はない
図-2 母子室の現状
(10)
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※見学が出来なかったため､
ヒアリングをもとにした
イメージ図とする｡
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な木造賃貸アパートは住居としての水準が低いとの問題
が指摘されていた｡1970年代に建てられたC､D､Eの
各施設(図-2･タイプⅠ)の母子室の規模･設備状況は､
それらとほとんど変わらない｡
1976年に定められた住宅建設五力年計画では､食事
室･浴華･洗面所･便所･収納スペースの確保､就寝分離､
人の場合は19.5帖)が最低居住水準として示された｡一
方､母子生活支援施設に適用される最低基準は､1998年
度の改正時点においても､母子室の最低床面積基準を3.3
m2/人とし､風呂は付近に公衆浴場がある場合は設けな
くてもよい､としていた｡これは住居の最低基準を`大幅
に下回る低い水準であるだけでなく∴1948年に定められ
た基準と比較してもほとんど変わらない内容である｡ま
た､この基準では､世帯構成のバリエーションはまった
く考慮されていない｡
1998年の住宅統計調査結果を用いて,大阪市における
世帯人員別にみた居住室の平均畳数と､母子室の居住面
積を比較すると､図-3に示すように､居住人員2人の
世帯と比較しても､後者はその平均畳数に達していない｡
専用の洗面所や浴室の確保がなされていないばかりか､
母子室の由佳室面積が10帖に満たない施設が存在するな
ど､母子生活支援施設で確保されている居住水準は､今
日の社会の文化的水準に照らして､著しく低いといわざ
るを得ない｡
5-2-4.母子室の配置
施設計画には､片廊下型と中廊下型の2タイプの計画
があった (図-1)｡このうち､中廊下型で学習室が2
階に■あり母子室の正面に配置されている計画に注目した
い｡母親が働いていることを前提にすれば､母親の在室
時間と学習室の開放時間は基本的に交差しない｡しかし､
先にも見たように､母子室は扉 1枚隔ててすぐに生活空
間となっており､母子室前が常に人の出入りの多い場で
ような計画は､母子室の居住性を損なう可能性があると
いえる.玄関は､片側廊下型 ･中廊下型を問わず確立さ
れるべきであるが､特に中廊下型の計画の場合､空間配
置に対する配慮が十分になされる必要がある｡
6.施設の立地条件と母子の生活
母子の生活は施設側が定める規則､共用空間のしっら
えや管理形態､母子室の間取りなどによって規定されて
いる｡しかし､これまで見てきた生活観定要因は内在的
なものであった｡自立支援を目的とした施設において､
居住室の畳数 世帯人員数別居住室の平均畳数
?
??????
?
?
?
?
?
?
?
?
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1人 2人 3人 4人 5人 6人 世帯組 数
- 1世帯当たりの平均畳赦
･.-.- - 年収200-300万円世帯の1世帯当たり
資料出典 :平成10年度 住宅 ･土地統計調査報告第44表 (大阪市)より｡
※母子室の畳数は､世帯人員数に応じていないため､最大･最小畳数を
表示したQ
図-3 世帯人員数別居住室の平均畳数 (大阪市)と
6施設の母子室の最大ならびに最小畳数
母親は就労と子育てという日々の生活運営を両立させて
ゆかなければならない｡そのような観点に立てば､施設
の立地する周辺環境条件は､極めて重要である｡とりわ
け､就労の機会､食料品 ･日用品購入の便､保育所 ･市
役所 ･郵便局 ･銀行 ･病院などへのアクセスの容易性な
どの条件､また､子どもの養育環境として､学校､公園
など遊び場の有無や､通学経路などが重視される｡そこ
で､ここでは､施設を取り巻く環境に注目し､母子の生
活への影響を考察する｡
6-1.就労の機会
先行研究によると､施設に入所している母親の職種は､
技能工 ･単純労働者 (工員)が最も多く､事務､サービ
ス (店員)がそれに続き､専門職は少か ､.また､職種
の地域性が指摘されている18)0
今回､2施設 (A､F施設)から母親の職業について
回答を得たが､分類方法に差が見られるため､｢工員｣
｢事務｣｢店員｣｢調理員｣｢専門職 (看護 ･保育士を含む)｣
に再分類し､これにあてはまらないものは ｢その他｣と
した｡周囲に工場が多くあるA施設の就労率は91%で､
その内訳は ｢工員｣58%､｢事務｣22%､｢専門職｣14%､
｢店員｣2%､｢調理員｣2%､｢その他｣2%であった｡周
囲が住宅街のF施設の就労率は65%で､その内訳は ｢工
員｣26%､｢事務｣11%､｢店員｣11%､｢調理員｣21%､
｢専門職｣0.5%､｢その他｣26%であった｡2施設の比
較だけでは十分でないが､今回の調査でも立地による就
労の機会や職種には差が見られた｡施設の周辺に工場施
設が多くあるA施設の場合､施設職員が周辺の職場の情
(ll)
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報を把握し､それを母親に提供をするなどして､雇用確
保に努めている｡
仮に､施設周辺での就労の機会が限定されていたとし
ても､交通の便がよく､市内中心部に容易に通うことが
できれば､就労の選択肢は増える｡今回の調査施設では､
徒歩15分程度で利用できる鉄道駅及び利用可能な路線を
2本持つ施設が4施設 (A､C､E､F)､1本が1施
設 (D)､最寄駅へはバス等の利用が必須である施設が
1施設 (B)であった｡徒歩で最寄駅にアクセスできる
5施設は､公共交通機関を利用して､大阪市の中心部に
30分～45分程度で達することができ､就労地の選択を広
げることができる｡他方､バス利用を必須とする施設で
は､最寄りの商業地まで移動するg)に時間がかかり､就
労地も居住地圏内に限定さTLる可能性が高いo
このような施設では､日用品を購入するための店舗や
市役所､銀行､病院等へも徒歩ではアクセスできず､施
設立地は生活の利便性に影響を及ぼしている｡施設の立
地及び周辺環境は､母親の就労条件､就労地の選択､生
活の利便性などに影響を及ぼしており､立地による生活
条件の差は大きいといえる｡
6-2.子どもの生活と施設立地
古くからの既成市街地に立地し､生活上の利便性が高
い施設では､現状施設計画の問題として､｢屋外の子ど
もの遊び場が施設内にも､周辺地域にもない｣という指
摘が多かった｡定員50の施設で､多い場合には3歳以上
小学生以下の子どもが50人以上にのぼるため､子どもの
遊び場の確保は重要な問題となっている｡多くの施設で
遊技場が屋上に設けているのはそのためでもある｡ただ
し､周辺に公園などがないという同じ条件にありながら､●
1施設は､併設の保育園のグランドを共有することで問
題を回避していた｡
施設の立地は､子どもの通学校を決定するうえでも大
きな制約条件となっていた｡
6-3.地域生活
施設入所期間中に就労や保育を通して築かれる地域と
のつながりは､母子の退所後の生活を方向付ける可能性
が高いと考えられる｡事実､退所後の住居を施設の周辺
に求め､施設入所時に得た職にとどまり生活を営む母親
は多いという｡
施設入所母子が､地域とのつながりを築く上での最も
直接的な契機は､地域の保育所 ･小学校 ･中学校への入
園､入学である｡
母子生活支援施設には保育所が隣接もしくは併設され
(12)
ている場合が多く､今回の調査でも5施設がこう.したケ
ースに該当した｡しかし､地域によっては入所者の子ど
もが､隣接もしくは併設されている保育所に入所できな
い場合がある｡ 調査時に､寮内保育を常時行っている施
設は2施設であった｡このうち1施設は､保育所が隣接
しているにもかかわらず､入所者がその保育所に入所で
きない状態が､近年続いているという｡このような条件
下にある場合､母子が地域での生活基盤を築いていくこ
とは困難であろうと推測される｡
結語
母子世帯の抱える問題は､仕事と子育ての両立が困難
であることや経済的困窮にとどまらず､DVや生活習慣
が確立されていないことなどに_起因する新たな問題に及
んでいる｡ 母子草活支援施設は､このような母子世帯及
び女性を取り巻く社会変化に即した支援を模索し､母子
の生活問題の解決に取り組んできた｡
これまで母子生活支援施設の問題は福祉の視点から捉
えられることが多かったが､本研究では､施設を住生活
の場として捉え､施設で提供される支援や施設空間が母
子の生活に与える影響と､それによって母子の住生活が
どのように方向付けられるのかという点に着目した｡
施設運営における基本原則は､母子が共に過ごす時間
を多く持てるよう支援することである｡この母子一体の
･理念が､提供される支援､空間利用､規則､ひいては母
子の生活を方向づける要因となっている｡例えば､入所
者間のトラブルの回避､退所後の生活との連続性という
観点から､他世帯と交流する･ことは推奨されていない｡●
また､施設の共用空間である学習室､集会室は入所者の
交流の場として活用できるにもかかわらず､実際にはそ
うした機能を果たしてはいない｡
共用空間を共同生活の場として活用するためには､共
同生活を肯定的に捉える視点が必要であり､計画面では
共用空間の配置に配慮すると共に､個々の世帯の専用空
間である母子室が十分に確立されていることが重要であ
る｡現状では､母子室に適用される最低基準は住居に適
用される最低居住水準を大きく下回る低い水準にとどま
っており､母子室は十分な広さや設備を備えていない｡
また､多様な世帯構成を受容する間取りが用意されてお
らず､個々の住空間の質を改善するという課題が残され
ている｡
今回の調査結果から･得られた知見を施設計画に活用す
るという視点からまとめると､次のとおりである｡
①居住の場で支援を提供するという仕組みは､利用者にl
時間の短縮という利点をもたらすだけでなく､支援提供
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者側が入所者の生活問題を早期に発見することを可能に
するなど､評価される点がある｡
②このような居住の仕組みにおいて､母と子をどのよう
な単位で捉えてゆくかが､母子世帯の共同生活に･おける
共用空間の利用や支援内容に影響を与えている｡
③全体計画においては､母親の就労条件や母子の生活の
質を大きく左右する立地条件に配慮することが重要であ
る｡
④平面計画においては､共用空間と各世帯の居住室との
位置関係に配慮すること､また､各居住空間の計画にお
いては､母子世帯を構成する子どもの人数 ･年齢 ･性別
の多様な組み合わせに柔軟に対応できる平面を用意する
ことが望ましい｡
今回調査を行った母子生活支援施硬では､母子一体の
理念に基づく支援捷供がなされており､共同生活を介し
た入所者間の相互扶助は想定されていない｡本研究では､
その問題点を､共同施設･共用空間に対する施設職員の
評価や利用状況などをもとに指摘したか､共同生活を肯
定的に位置付ける場合の配慮や課題については､さらな
る検討が必要である｡また､本論では触れていないが､
住生活や地域生活の視点から､DV問題への対応を検討
することが求められている｡今後の課題としたい｡
注
1)松原 (1999)は､1970年代後半に至って､.生別母子
世帯が死別を上回る傾向が続き､生別による母子世帯形
成過程で､死別とは違った問題 (夫の暴力や多額の債務
など)による生活上のストレスが母子に及んでいること､
また､母子世帯の年収が伸び悩んでいることや子育てが
社会化されてきたことなどの社会変化に'よって､子育て
や母親自身の生活上のニーズが複雑多様化したと指摘し
ている (参考文献2､p.13参照)｡また､林 (1992)は､
母子寮入所母子の中に､経済的不安定､日常生活処理能
力不足､人間関係 ･親子関係 ･夫婦関係の破綻あるいは
破綻に近い状態､目立つ性格特性､それらに心身の障害
や疾患が加わって､日常生活を送る上で問題を抱える母
子が見られることを指摘している (参考文献3､pp.113
-1'23参照).
2)ドメスティックバイオレンスとはi一般的には親密
な関係にある男性から女性への暴力とされ､狭義には､
夫及び内縁の夫から妻への暴力と捉えられる｡本研究で
は後者の意味でこの語を使用している｡なお､ ドメステ
ィックバイオレンスは､｢家庭内暴力｣又は ｢夫婦間暴
力｣と訳される場合があるが本研究では邦訳をあてず､
DVと略して表記する (参考文献11参照)0
3)平成12年度 ｢母子生活支援施設実態調査｣によれば､
(13)
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平成11年度入所1496世帯の入所理由は､｢夫などの暴力｣
33.4%､｢住宅事情｣23.0%､｢経済事情｣22.8%､｢入所
前の家庭環境の不適切｣12.4%である (データは参考文
献6､p-48,49より得た)0
4)居住空間のみを必要とする利用者が減少したことと､
子育てや母親自身の生活上のニーズが複雑多様化したこ
とがあげられる (参考文献 2､p.13)0
5)参考文献 2､p.163に所収された､全国母子寮協議
会制度検討特別委員金 (1998)｢母子生活支援施設再生
の為にニ21世紀に向けて家庭 ･家族福祉の拠点を目指す
(地域母子ホーム構想ローズプラン)｣による｡
6)平成5年度の母子寮 (計315施設)の定員数別施設
数は､定員 ｢4-9世帯｣が16施設 (構成比5%)､｢10
-19世帯｣.88施設 (同､28%)､｢20-29世帯｣155施設
(同､49%)､｢30-39世帯｣34施設 (同､11%)､.｢40-
49世帯｣8施設 (同､3%)､｢50世帯以上｣6施設 (同､
2%)､｢不明｣8施設 (同､3%)である｡定員50世帯
以上の6施設の内､4施設が今回の調査施設で､該当し
ない2施設は､神戸市と福岡市にある(参考文献10参照)0
7)平成8年度 ｢母子寮実態調査報告書｣によれば､母
親の年齢は､｢18歳未満｣p.1%､｢18-19歳｣0.5%､｢20
代｣22.30/O､｢30代｣42.20/O､｢40代｣30.60/O､｢5.0代｣
4.3%､｢60歳以上｣0.1%となっている (データは参考文
献-2､p.51より得た)0
8)平成8年度 ｢母子寮実態調査報告書｣に.よれば､子
どもの年齢はt｢0歳｣2.6%､｢1歳～小学校入学前｣
32.2%､｢小学生｣41.5%､｢中学生｣15.0%､｢高校生 ･
高専生 ･専門学校生 ･その他中卒以上｣8.7%となって
いる (デ｣タは文献2､p.35より得た)｡･
9)｢母子寡婦福祉ハンドブックー平成10年度版-｣に
よれば∴平成4年の児童数別母子寮入所世帯数は､｢2
人世帯｣51.8%､｢3･人世帯｣32.7%､｢4人世帯｣
12.4%､｢5人世帯以上｣3.10/o･tなっている (データは
文献2､p.182より得た)0
10)施設Dでは調査時の入所者数を把握できなかった｡
ll)平成12年度 ｢母子生満支援施設実態査｣によれば､
母子世帯になった理由は､｢死別｣1.8%､｢生別｣96.1%､
生別のうち ｢離別｣65.5%､｢家出｣14.6%､｢未婚の母｣
13.7%となっている (参考文献6､p.48,49による)0
12)資料出所は前掲注 3)と同じである｡
13)児童福祉法設立過程で母子寮を児童福祉施設とする
ことを主張 した女性議員 .(山崎 ･武田)は､｢母を離れ
て子の福祉はありえないのだから｣と母と子の結びつき
を重視した母子一体の考えを強調し､これがきっかけと
なって､母子寮は児童福祉施設に位置付けられた｡これ
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に対し､林は｢母性愛を切り札とした母と子の捉え方は､
母親に過大な要求をし､すべての責任を母親に負わせ●る
もので女性の開放に向かうものでなかった｣と批判して
いる｡母子寮関係者の中でも1970年以前は ｢児童を本位
とした母子一体の保護｣を基礎とした､母親の福祉は児
童の福祉に従嵐的なものとする捉え方が強かったが､
1971年に母親の福祉をどう捉えるかという提起がなさ
れ､近年になって母親に対する女性という視角が誕生し､
｢女性としての自己実現としての支援｣という理念が掲
げられるに至っている (参考文献 1､pp.384-407､児
童福祉法成立審議過程参照)0
14)'母子生活支援施設に適用される ｢児童福祉施設最低
基準｣は次のとおりである ･(参考文献2･､p.174参照)｡
1.母子室､集会､学習等を行う室､調理場､浴室及び
便所を設けること､ただし付近に公衆浴場があるときは
浴室を設けないことができる｡
2.母子室は一世帯につき一室以上とすること
3.母子室の面積はおおむね一人につき3.3m2以上である
こと｡
4.乳児又は幼児を入所させる母子生活支援施設には､
付近にある保育所又は児童厚生施設が利用できない等必
要あるときは保育所に準ずる設備を設けること｡
5.乳児又は幼児30人未満を入所させる母子生活支援施
設には､静養室を､乳児又は幼児30人以上を入所させる
母子生活支援施設は医務室､及び静養室を設けること｡
15)施設に入所している母親達が､施設生活においての
問題や行事等の選択､規則の改善などを話し合う場｡基
本的に月に一度行なわれている｡
16)住宅建設五力年計画により､最低居住水準は､｢夫
婦と満5歳以下の子ども1人までは寝室を共にすること
と別の寝室を確保し､満12歳以上の子どもについては､
性別就寝とすること､満18歳以上の者については個室を
確保すること｣と定められている｡
17)参考文献12参照
18)同調査によれば､･母親の職業で､最も多い ｢技能
工 ･生産工程作業者及び労務作業者｣の75%は愛知県名
古屋市以外の施設在寮者で占められ､2番目に多い ｢サ
ービス職業従事者｣の700/Oは名古屋市内.の施設在寮者で
占められている (参考文献9､p.12,1.3参照)0
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Summary
Thispaperintendstoexaminebothpotentialcapabilityasanaccommodationprovidingwithon-siteservicesand
●
presentsituationoftheinstitutionsforfemale-headedone-parenthouseholdsthrough theanalysisOftheresultof
oursurveyconductedinOsakaregioninFebruaryandMarch2001.
SixinstitutionsexaminedherearepubliclysettledandoperatedbyNon-ProfitOrganization.Eachinstitution
accommodatesaround50female-headedone-parenthouseholdswithseverehardshipsandprovidesthemwithnot
onlyashelterbutalsovariouson-siteservices.suchaschildcareandjobseekingassistancesothatmoved
.householdscanprepareself-sustaininglifethereafter.Theintentionofthelowthatmakespublicadministrationsto
establishthistypeofaccommodationistoprovidechildrenwithsoundenvironmentfortheirgrowthbyassuring
them tolivetogetherwiththeirmother.Accordingly,silvercordishighlyrespectedandthisviewpointafects
supportprogramsandconductsofthestufmembers.
Thistypeofaccommodationusualyconsistsofentrancehal.livingunitsforeachhousehold.nurseryroom.study
roomforchildren.meetlngroom.COunSelingroom.stafroom.CommonbathroominacaseeachlivingunitdoesnTt
●
haveanddepositoryinsomecase.Asfarasthesubjectsofthissurveyareconcerned.exceptofoneinstitutionbuilt
recently,thelivingconditionofeachhouseholdunitisbelowthanminimallivingstandardsetbytheministryof
construction.Inadditiontothesmallnessoflivingspace.theirfloorplandoesnTtalowadequatewayofliving.
Moreover.somecommunalrooms,suchasstudyroomforchildrenarewelequippedbutusedonlyseveralhours
inaweekday.Meetingroomsareusedonlyonceamonthexceptoneinstitution.Amongothers.thelackofprivate
bathisconsideredasamajorProblemtoimprovebythestufmembersweinterviewed,butnotthelimiteduseof
●
communalspace.Itmayimplythatcommonspaceisconsideredneithercompensatingplaceforsmalnessofaliving
unitnortheplaceforenrichingcommunallife.
Thelocationoftheinstitutionalsoafectseverydaylifeofmothersandc.hildren.Especialy.jobopportunitiesand
theenvironmentalconditionsforchildrenareimportantfactorsthatmaydeterminethequalityoflifeforeach
household.
Asaconclusion,itseemsthatthepoorlivingconditionstogetherwithunemployedcommunalspaceinthe
institutionmakeitdificulttosatisfylivingneedsofeachhouseholdThissituationisinsomeextentlinkedtothe
presentlegalorientationandnormativeviewpointsofinstitutionstuffmembers.Itmeansthatabovementioned
problemsarenotinevitableandrelativeadvantagesbun°insuchaccommodationisnotdeniedeventhoughit
doesn'tfunctioninasatisfiedmanner.
(15)
